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「はじめに」 
 

お茶の水女子大学は、明治 8（1875）年に女子師範学校として国によって設置されて以来、130 余年の間一

貫して女性の高等教育機関として、優れた女性の育成と社会的活躍の促進に寄与し続けてきた。その教育理念

は、平成 16 年（2004）年の法人化に際して掲げた理念「学ぶ意欲のあるすべての女性にとって、真摯な夢の

実現される場として存在する」に象徴される。そしてこの理念を以下の点において具体化させている。 
 

① 先見性と自立性を備えた女性リーダーの育成 
 激動する社会の変化の中にあって、その動向を見据え、自らの能力を鍛え、自立する女性を輩出してきた

本学の伝統を基盤に、堅実な行動力を持ってリーダーシップを発揮し、社会をリードする女性を育成する。 
② 少人数教育による能力開発 

学生の主体的、自立的な能力を育成する少人数の授業によって、問題発見、問題分析、問題解決の手法を学

ぶ教育を実践している。 
③ 広い視野と深い洞察力の育成 
 学部を超えた基礎ゼミや情報処理教育など、領域横断的な教育・研究によって広い視野を養い、高度な専門

教育を通して深い洞察力、先端的な発想力を鍛え、高度化する社会に対応する人材を育成している。 
④ 男女共同参画社会の実現 

高度な教育研究機関として、女性の社会的活躍を促進し、男女共同参画社会の実現に寄与することによって

日本の国際的ステイタスを向上させる。 
  

第Ⅰ期中期目標・中期計画の 5 年目に当たる平成 20 年度は、教育面においてはとくに特別教育研究経費に

よる事業「文理融合 21 世紀型リベラルアーツ」によって新たな高度教養教育を開始した。 
また、それ以外にもグローバル COE をはじめ、特別教育研究経費による事業（7 件）、大学院教育改革プロ

グラムなど（10 件）競争的資金によって多くの取り組みを行い、時代の要請に即した教育研究活動に成果を

あげた。 
さらに、研究者支援プログラムとして、女性研究者支援事業「女性研究者に適合した雇用環境モデルの構築」、

若手研究者の自立的研究環境整備促進事業「挑戦する研究力と組織力を備えた若手育成」の実施により、第三

期科学技術基本計画に即した自然科学系分野の若手人材育成に取り組み、リーダーシップ養成教育研究センタ

ーを設置し、お茶大アカデミック・プロダクション研究棟を完成させた。 
特筆すべきは、平成 17 年度から実施してきた図書館改革が、機能の多様化と学生主体の図書館仕様を実現

し、学生の約半数が毎日図書館を利用するほどの効果を挙げ、他大学附属図書館等からの見学件数も年間 66
件と、大学図書館の新たなモデルとして注目されていることである。 
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「Ⅱ 基本情報」 

１．目標 

大学の基本的な目標 

お茶の水女子大学は、学ぶ意欲のあるすべての女性にとって、真摯な夢の実現される場として存在する。 

１．本学のミッション 

すべての女性がその年齢・国籍等にかかわりなく、個々人の尊厳と権利を保証され、自由に己の資質能力を開

発し、知的欲求の促すままに自己自身の学びを深化させることを支援する。 

２．女子高等教育の継承と発展 

１２８年に及ぶ女子高等教育の蓄積を活かして、女子大学としての制度設計を選択し、伝統に基づく知的・教

育的遺産を継承するとともに、その再構築を試みつつ、豊かな見識と専門的知性を備えた指導的女性・女性研究

者の育成を志向する。 

３．研究の拠点化と新たな教養教育の構築 

研究レベルの高度化をはたし、ＣＯＥ研究拠点を構築するとともに、その研究を踏まえた専門教育を充実させ

る。学際的大学院人間文化研究科と学士課程の有機的連携による、「教養知と専門知」「学芸知と実践知」「自

己探究力と自己プレゼンテーション力」の統合に努力し、新たな教養教育を構築する。 

４．社会貢献と国際交流 

常に時代と社会の要請に応え得る優れた女性指導者・研究者を育成し、男女共同参画社会の実現に寄与する。

また、国際的視野に立って世界各地の大学と交流し、とりわけアジアその他の途上国女子教育の充実強化に協力

し、女性の地位と知的能力の向上によって、平和な安定した社会の樹立に貢献する。 

５．生涯にわたる教育と研究支援 

女性特有のライフスタイルに即応した教育研究の在り方を開発して、その成果を社会に還元することで、女性

の生涯、延いてはすべての人の生き方に関わるモデルの提供源となる。 

 

２．業務 

お茶の水女子大学は、学ぶ意欲のあるすべての女性にとって、真摯な夢の実現の場として存在する。本学のこのミ

ションを実現すべく、平成 20 年度は、第 1 期中期計画に基づき、学長のリーダーシップのもとで、下記の点につい

重点的に取り組んだ。 

１．｢21 世紀型お茶の水女子大学モデル｣の構築など本学独自の機動的・戦略的な取り組みの推進 

２．豊かな見識と専門的知性を備え、国際的に活躍できる女性研究者および女性リーダーの育成 

３．法人経営の安定化と効率化の促進 

 

１． 本学の機動的・戦略的取り組みの推進 

１）本学が掲げる「21 世紀型お茶の水女子大学モデル」を具体化するために、以下の取り組みを行った。 

① ｢文理融合 21世紀型リベラルアーツ｣教育の開始 

 高度な専門教育を支え､これを使いこなせるためのコミュニケーション能力、領域横断的な視野、変化に対応す

る判断力を養う新たな教養教育カリキュラムとして、「文理融合 21世紀型リベラルアーツ」を開始した。 

② 「複数プログラム選択履修制度」の導入 

 学長を本部長とする「全学教育システム改革推進本部」を中心とした全学的検討を行い、学部･学科が中心では

なく、学生の選択を重視した専門教育プログラムからなる｢複数プログラム選択履修制度｣の導入を決定した。 

③ 他大学との連携による学際生命科学｢東京コンソーシアム｣の設立 

 文部科学省公募「大学教育の国際化加速プログラム」採択により、複数の国立大学および私立大学との連携に

よる、学際生命科学｢東京コンソーシアム｣を設立し、大学を越えた学際的な先端的研究開拓のための環境を整備

した。 

 

２）戦略的人事 

  学長によるターゲット型の戦略的人事により、計 2 名の教員を採用した。 

 

３）法人運営のさらなる効率化 

  副学長（戦略担当）を副学長（戦略担当、副総務機構長）に改め、総務機構の機能の充実を図った。 

 

４）女性研究者支援と女性リーダーの育成 

① 科学技術振興調整費による｢女性研究者支援モデル育成プログラム｣を推進し、研究と育児の両立をめざした

｢お茶の水女子大学モデル｣を構築して、ロールモデルとなった若手女性研究者の研究実績を著しく向上させる

とともに、DVD など事業の成果を広く社会に発信した。 

 ② 本学独自のリーダーシップ養成教育プログラムの開発や学生の海外派遣、学生の自主企画支援などを行って、

国際的に活躍できる女性リーダ－の育成を推進した。 
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２．教育研究活動強化のための取り組み 

１） 若手研究者の育成 

  科学技術振興調整費による「挑戦する研究力と組織力を備えた若手育成」プログラムのもと、国際公募によって

採用された外国人 1 名を含む特任助教 9 名（うち女性 4 名）の研究活動を支援するために、研究棟を新たに建設

して、新分野に挑戦する若手研究者育成を行った。 

 

２）特別教育研究経費｢女性が進出できる新しい研究分野の開拓｣のなかの｢ユビキタスコンピューティング｣分野に

おいて､ユビキタス実験住宅を建設し、生活者の視点からの先端的研究の開拓の基盤を整備した。 

 

２． 教育研究環境の整備 

１） 教育研究の充実のための組織的取り組み 

①  全学的視点で国際的に通用する教育能力の向上（ＦＤ）を図るために、｢全学教育システム改革推進本部｣に｢教

育開発センター｣を設置し、専任教員 1名を採用した。 

② 国際的な女性リーダーの育成に向けて教育の質の向上を図るために、海外から大学教員を招聘して、｢国際規

格のＦＤ戦略｣を展開した。 

③ 大学院教育改革支援プログラム「日本文化研究の国際的情報伝達スキルの育成」による支援および後援会の

支援により、10 名の学生の海外派遣を行った。 

 

２） エコロジーに配慮したキャンパス環境の整備 

  「お茶の水女子大学教育研究環境整備プロジェクト」に基づき、アカデミックプロダクション研究棟の新築の

ほか、大学食堂の増築や学生会館前広場の整備などキャンパス環境の快適化に努めた。また、省エネルギー対策

や温室効果ガス排出削減の取り組みを積極的に推進して、エコロジーに配慮したキャンパス環境の整備を行った。

 

３． 特色ある教育研究の国際的拠点の構築 

 グローバルＣＯＥプログラム「格差センシティブな人間発達科学の創成」を実施し、活な研究活動を展開すると

ともに、社会的公正にセンシティブな若手女性研究者を育成した。 

 

４． 国際交流･国際貢献の推進 

① 国際本部の設置 

  教育研究の国際化、国際協力・国際貢献の戦略的展開をめざして、学長を本部長とする国際本部を発足させた。

また国際「21世紀に生きる女子大学」国際シンポジウムを主催した。 

② 国際教育協力の推進 

  ＪＩＣＡとの連携のもと、中西部アフリカから行政官、大学教員など 9 名を受け入れて、「幼児教育途上国お茶

大モデル」に基づく 1 ヶ月の研修を実施し、開発途上国の幼児教育支援を行った。 

 

５． 社会連携･産学連携 

 文部科学省｢産学連携戦略展開事業｣への採択を受けて、知的財産の専門家を採用し、知財本部（本部長学長）を

本格的に始動させ、知的財産や研究成果の社会還元を推進した。また、３女子大学間連携のもと、イノベーション

プロデュース研究会を発足させて、女子大学からの発信と産学官連携をになう次世代女性リーダー育成を行った。

 

６． 経営の安定化および効率化の推進 

①  若手研究者に対する競争的資金獲得支援など、全学的な獲得努力の結果、競争的研究資金および特別教育研

究経費等が全体として増加した。 

②  「お茶の水女子大学（新制大学）創立 60 周年記念事業」として、「大学院生修学奨学基金」および大学運営

基金「学生会館施設・設備整備募金」を新設し、自己収入の増加を図った。 

③  経営協議会外部委員の協力のもと、外部の専門家を招いた勉強会での検討を踏まえ、資金運用体制を整備し

たうえで、国債による資金の運用を開始した。 

 

７． 情報公開等、開かれた大学運営への取り組み 

教育研究成果のデータベース「Tea Pot」に平成 21 年度末までに約 17000 点の論文等を掲載し、インターネット

公開した。また、「Tea Pot」には、全教員の教育研究活動の報告書である「Annual Report」を掲載して、大学とし

てのアクティビティの説明責任を果たした。 

① ｢文理融合 21 世紀型リベラルアーツ｣教育の新たな学習の場としての附属図書館における先駆的な改革につ

いて、講演などを通じて積極的に全国に発信した。 

② 附属図書館の地域住民への有料開放を決定し、地域社会への知的資源の提供を行った。 
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９．研究倫理の確立へ向けた取り組み 

法人評価委員会の指摘を受けて、｢公的研究費の不正使用防止等に関する基本方針｣を策定し、具体的、包括的な

規程および体制の整備を行った。 

 

１０．リスク対応体制の強化 

  安全管理体制を見直し、健康管理と化学的有害物質管理の二つの体系に整理して､安全管理体制を強化した。 

 

 

３．沿革 
本学は、明治８年、御茶ノ水（現文京区湯島）の地に東京女子師範学校が創立されたことに始まる。

以来130年にわたり、わが国 初の女子高等教育機関として、社会の各界各層に活躍する多くの人材を

輩出してきた。また戦前より、近隣諸国の女性を受け入れ、優秀な研究者や教育者として育成し送り返

してきた。 

大正12年の関東大震災後、昭和７年に現在の文京区大塚に移転、昭和24年に戦後の学制改革によりお

茶の水女子大学が発足、文教育学部、理学部、家政学部の３学部をもつ新制の女子総合大学となった。

その後、大学院の整備・充実と学内共同教育研究施設を設置し、学部教育・研究の充実を進め、平成４

年には家政学部を生活科学部に改組するなど、たゆみない発展と進歩を遂げた。 

  平成９年には大学院の大きな改革を行った。これは、大学院修士課程と独立していた博士課程を統合

し、学際的な専攻組織をもつ博士前期課程（修士）と博士後期課程（博士）に改組し、総合的な大学院

人間文化研究科に発展させることをねらったものであった。この新しい大学院人間文化研究科の発足に

より、女性のライフサイクルに配慮した柔軟な教育研究体制が今まで以上に整備された。 

  本学の 大の特色は、言うまでもなく、国立の女子大学であるという点である。高等教育を享受し、

また研究を行う上で、わが国をはじめ多くの国々や地域で、依然として女性はさまざまな苦労を強いら

れている。本学は、年齢や経歴、国籍や所属などにとらわれることなく、内外の意欲的な女性を今後と

もひろく受け入れ支援していく。 
 
 

４．設立根拠法 
国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 
 
５．主務大臣（主務省所管局課） 
文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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６．組織図 
 

国立大学法人お茶の水女子大学組織図（平成20年度）

学  部 文教育学部

理   学   部

生活科学部

大学院 人間文化 博士前期課程
創成科学研究科

博士後期課程

附属心理臨床相談センター

附属図書館

国際本部 グローバル教育センター
グローバル協力センター

センター本部 生活環境教育研究センター
糖鎖科学教育研究センター
ソフトマター教育研究センター
比較日本学教育研究センター
生命情報学教育研究センター
リーダーシップ養成教育研究センター
教育研究特設センター

情報基盤センター
共通機器センター
ラジオアイソトープ実験センター

湾岸生物教育研究センター
サイエンス＆エデュケーションセンター
ライフワールド・ウオッチセンター

保健管理センター
学生支援センター

人間発達教育研究センター
ジェンダー研究センター

附属学校部

附属学校 附属幼稚園
附属小学校
附属中学校
附属高等学校

保育所 いずみナーサリー

学　　　長

理 事 （ 総 務 担 当 ）

理 事 （ 教 育 担 当 ）

理事（国際・研究担当）

学 外 理 事

総 務 室

総 合 評 価 室

学 長 室

学 生 支 援 室

入 試 推 進 室

研究推進・社会連携室

副  学 長

情 報 推 進 室

広 報 推 進 室

女 性 支 援 室

部 局 長 等連 絡会

役
員
会

教育研究評議会

経 営 協 議 会

学 長 秘 書 チ ー ム

企 画 経 営 統 括 本 部

監 査 チ ー ム

学 長 補 佐

監 事

総
務
機
構

教
育
機
構

国
際
・
研
究
機
構

学
術
・
情
報
機
構

財 務 室

人 事 労 務 チ ー ム

企 画 チ ー ム

経 理 チ ー ム

資 産 管 理 チ ー ム

環 境 安 全 チ ー ム

施 設 チ ー ム

契 約 第 一 チ ー ム

契 約 第 二 チ ー ム

総 務 チ ー ム

納 品 検 収 チ ー ム

教 育 企 画 チ ー ム

教 育 支 援 チ ー ム

教 務 チ ー ム

学 生 支 援 チ ー ム

入 試 チ ー ム

附 属 学 校 チ ー ム

国 際 交 流 チ ー ム

研 究 協 力 チ ー ム

産 学 連 携 チ ー ム

広 報 チ ー ム

基 金 企 画 チ ー ム

女 性 支 援 チ ー ム

図 書 ・ 情 報 チ ー ム

副 学 長(戦略担当）

学 長 特 別 補 佐

お茶大アカデミック・プロダクション

全学教育システム改革推進本部

知 的 財 産 本 部

 
 
７. 所在地 

東京都文京区大塚 2 丁目１番 1 号 
 
８. 資本金の状況 

80,771,027,899 円（全額 政府出資） 
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９．学生数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．役員の状況 

役 職 氏 名 任 期 主 な 経 歴 

学 長 
 
 

郷  通子 
 
 

平成 17 年４月１日 
～平成 21 年３月 31 日 
 

平成元年４月 名古屋大学教授 
平成 15 年４月 長浜バイオ大学教授 
平成 17 年４月 お茶の水女子大学学長 

理 事 
（非常勤） 
 
 
 

和田 昭允 
 
 

平成 19 年４月１日 
～平成 21 年３月 31 日 
 

平成２年５月 東京大学名誉教授 
平成 16 年４月 理化学研究所ゲノム科学総合研究センタ

ー特別顧問 
平成 16 年４月 横浜こども科学館館長（非常勤） 
平成 17 年４月 お茶の水女子大学理事 

理 事 
（総務） 
 
 

柴田 文明 
 
 

平成 19 年４月１日 
～平成 21 年３月 31 日 
 

昭和 62 年２月 お茶の水女子大学理学部教授 
平成 16 年４月 お茶の水女子大学理学部長 
平成 17 年４月 お茶の水女子大学副学長 
平成 17 年４月 お茶の水女子大学理事（国際・研究担当）

理 事 
（教育） 

三浦 徹 平成 19 年４月１日 
～平成 21 年３月 31 日 

平成 11 年１月 お茶の水女子大学文教育学部教授 
平成 19 年４月  お茶の水女子大学副学長 

理 事 
(国際・研

究) 
 

内田 伸子 
 
 

平成 19 年４月１日 
～平成 21 年３月 31 日 
 

平成２年 10 月 お茶の水女子大学文教育学部教授 
平成 16 年４月 お茶の水女子大学文教育学部長 
平成 17 年４月 お茶の水女子大学副学長 
平成 17 年４月 お茶の水女子大学理事（総務担当） 

監 事 
（非常勤） 

桐村 晋次 
 

平成 20 年４月１日 
～平成 22 年３月 31 日 

平成 13 年６月 古河電気工業株式会社顧問 
平成 16 年４月 法政大学教授 

監 事 
（非常勤） 

山田 勝重 平成 20 年４月１日 
～平成 22 年３月 31 日 

平成２年５月 山田法律特許事務所所長 
平成 15 年４月 東京農工大学客員教授 

 

１１．教職員の状況 

 
教員 ８５５人 （うち常勤３６３人、非常勤４９２人） 
職員 １５１人 （うち常勤 ９５人、非常勤 ５６人） 
 
（常勤職員の状況） 
 常勤教職員は前年度比で 9 人（2％）増加しており、平均年齢は 46.3 歳（前年度 45.7）
歳となっております。 

 
 

総学生数 3,357 人 

学部学生数 2,186 人（うち留学生 34人） 

研究科学生数 1,059 人（うち留学生 144 人） 

聴講生・選科生・研究生等学生数 112 人(うち留学生 72 人）

 

附属学校園生徒等数 1,667 人 

附属小学校児童数 732 人 

附属中学校生徒数 396 人 

附属高等学校生徒数 366 人 

附属幼稚園幼児数 173 人 
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「Ⅲ 財務諸表の概要」 

１．貸借対照表 http://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/index.html 

（単位：百万円） 
資産の部 金額 負債の部 金額

固定資産 85,722 固定負債 4,630
 有形固定資産 資産見返負債 4,530
  土地 73,492 長期リース債務 96
  建物 10,617 引当金 4
   減価償却累計額等 △ 2,593  退職給付引当金 4
  構築物 396 流動負債 2,498
   減価償却累計額等 △ 147 運営費交付金債務 375
  工具器具備品 1,922 寄附金債務 557
   減価償却累計額等 △ 1,126 前受金 155
  その他の有形固定資産 3,100 未払金 1,125
その他の固定資産 60 その他の流動負債 284

負債合計 7,128
純資産の部

資本金
流動資産 2,686 政府出資金 80,771
 現金及び預金 2,554 資本剰余金 4
 その他の流動資産 132 利益剰余金 504

純資産合計 81,280
資産合計 88,409 負債純資産合計 88,409

 
 

２．損益計算書 http://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/index.html 
（単位：百万円） 
金額

経常費用（A) 7,918
 業務費
 　教育経費 1,192
   研究経費 509
   教育研究支援経費 164
　 受託研究等経費 728
　 人件費 5,049
 一般管理費 272
 財務費用
  為替差損 0
 雑損 1
経常収益（B) 7,992
 運営費交付金収益 4,732
 学生納付金収益 1,632
 受託研究等収益 733
 その他の収益 894
臨時損益（C) 12
 臨時損失 △ 1
 臨時利益 13
目的積立金取崩額（D) 16
当期総利益（B-A+C+D) 103
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３．キャッシュ・フロー計算書 

http://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/index.html 

（単位：百万円） 
金額

Ⅰ業務活動によるキャッシュフロー（A） 768
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,938
人件費支出 △ 5,318
その他の業務支出 △ 253
運営費交付金収入 4,878
学生納付金収入 1,863
その他の業務収入 1,538
Ⅱ投資活動によるキャッシュフロー（B） △ 1,416
Ⅲ財務活動によるキャッシュフロー（C) △ 99
Ⅳ資金に係る換算差額（D） -
Ⅴ資金減少額（E＝A＋B＋C＋D） △ 746
Ⅵ資金期首残高（F） 3,300
Ⅶ資金期末残高（G＝F＋E） 2,554  
 

４．国立大学法人業務実施コスト計算書 

http://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/index.html 
（単位：百万円） 

Ⅰ業務費用 7,919
損益計算書上の費用
（控除）自己収入等 △ 2,773
（その他の国立大学法人等業務実施コスト）
Ⅱ損益外減価償却等相当額 532
Ⅲ損益外減損損失相当額 -
Ⅳ引当外賞与増加見積額 △ 20
Ⅴ引当外退職給付増加見積額 △ 78
Ⅵ機会費用 1,099
Ⅶ（控除）国庫納付額 -
Ⅷ国立大学法人等業務実施コスト 6,679

 
 

５．財務情報 
（１）財務諸表の概要 
 ①主要な財務データの分析 

ア．貸借対照表関係 
（資産合計） 
 平成２０年度末現在の資産合計は前年度比３１１百万円（０．３５％）（以下特に断らない限り前年度

比・合計）増の８８，４０９百万円となっている。主な増加要因としては、建物が耐震補強工事等により

７６５百万円（１０．５５％）増の８，０２４百万円となったことや工具器具備品が購入等により１９１

百万円（３１．６５％）増の７９５百万円となったことが挙げられる。なお、寄附による美術品・収蔵品

８百万円、特許の取得により特許権１百万円及び余裕資金運用のための国債購入による未収利息及び有価

証券２０百万円を今年度より新たに計上している。また、主な減少要因としては、土地売却により２７百

万円（０．０４％）の減や前年度の支払が４月にずれ込んだことにより現金及び預金が７４６百万円（２

２．６１％）減の２，５５４百万円となったことが挙げられる。 
 
（負債合計） 
 平成２０年度末現在の負債合計は６百万円（０．０９％）減の７，１２８百万円となっている。主な増

加要因としては、資産見返運営費交付金等が建物の取得により４１６百万円（５７．９０％）増の１，１

３６百万円となったことや寄附金債務が新たな募金活動の開始等により２７百万円（５．２０％）増の５

５７百万円となったことが挙げられる。また、主な減少原因としては、運営費交付金債務が未使用額の減

少により３９百万円（９．５４％）減の３７５百万円になったことや前年度の支払が４月にずれ込んだこ

とによる未払金が５６８百万円（３３．５５％）減の１，１２５百万円となったことが挙げられる。 
 
（純資産合計） 
 平成２０年度末現在の純資産合計は３１７百万円（０．３９％）増の８１，２８０百万円となっている。

主な増加要因としては、資本剰余金が施設費等による資産の取得により８９５百万円（４４．１５％）増
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の２，９２２百万円となっている。また、主な減少要因としては、損益外減価償却費が増加したことによ

り、損益外減価償却累計額が５０１百万円（２０．７４％）減の２，９１７百万円となったことが挙げら

れる。 
 
イ．損益計算書関係 
（経常費用） 
 平成２０年度の経常費用は３５８百万円（４．７４％）増の７，９１８百万円となっている。主な増加

要因としては、受託研究費が受入れ増により３３百万円（４．９０％）増の６８４百万円、受託事業の増

加に伴い受託事業費３５百万円（４５２．０２％）増の４３百万円となったことや教育経費が特別教育研

究経費や補助金の受入増により１８１百万円（１７．８９％）増の１，１９２百万円となったこと及び役

員人件費が退職給付の増加で４４百万円（５０．８４％）増の１３１百万円となったことが挙げられる。 
 
（経常収益） 
 平成２０年度の経常収益は１５１百万円（１．９３％）増の７，９９２百万円となっている。主な増加

要因としては、固定資産取得の減少や受入れの増加により運営費交付金収益が２８３百万円（６．３８％）

増の４，７３２百万円や受入増による受託研究等収益が３８百万円（５．８９％）増の６８９百万円、受

託事業等収益が３６百万円（４４７．４７％）増の４４百万円となったこと、固定資産取得の増加に伴う

寄附金収益が２７百万円（１３．７１％）増の２２４百万円になったことが挙げられる。主な減少要因と

しては、授業料を財源とする固定資産取得の増加により授業料収益が２３１百万円（１４．９６％）減の

１，３１６百万円となったことや受入額の減少による施設費収益が４１百万円（５１．２５％）減の３９

百万円となったことなどが挙げられる。 
 
（当期総利益） 
 上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損１百万円、臨時利益として土地売却益１２百万

円や資産見返負債戻入１百万円、目的積立金取崩額１６百万円を計上した結果、平成２０年度の当期総利

益は２５４百万円（７７．１１％）減の１０３百万円となっている。 
 
ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

  （業務活動によるキャッシュ・フロー） 
   平成２０年度の業務活動によるキャッシュ・フローは４１２百万円（３４．９２％）減の７６８百万円

となっている。主な増加要因としては運営費交付金収入が１２４百万円（２．６２％）増の４，８７８百

万円、寄附金収入が１０９百万円（４０．６６％）増の３８０百万円となったことが挙げられる。また、

主な減少要因は原材料、商品又はサービスの購入による支出が４８８百万円（３３．６９％）増の１，９

３８百万円となったことが挙げられる。 
 
  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
   平成２０年度の投資活動によるキャッシュ・フローは１，７８７百万円（４８１．１２％）減のマイナ

ス１，４１６百万円となっている。主な増加要因として固定資産売却収入が新たに５１百万円の増加にな

ったことが挙げられる。主な減少要因は固定資産の取得による支出が１，５７４百万円（２４２．６０％）

増のマイナス２，２２３百万円になったことや施設費による収入が２２１百万円（２１．３１％）減の８

１７百万円となったことが挙げられる。 
 
  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 平成２０年度の財務活動によるキャッシュ・フローは１０百万円（９．６１％）増のマイナス９９百万

円となっており、全額リース債務の返済による支出となっている。 
 
エ．国立大学法人等業務実施コスト計算諸関係 

  （国立大学法人等業務実施コスト） 
   平成２０年度の国立大学法人業務実施コストは１９５百万円（３．０１％）増の６，６７９百万円とな

っている。主な増加要因としては、特別教育研究経費や寄附金の受入額の増加により業務費用が４５９百

万円（９．８２％）増の５，１４６百万円となったことが挙げられる。また、主な減少要因として引当外

退職給付増加見積額が２６８百万円（１４１．１６％）減のマイナス７８百万円となったことが挙げられ

る。 
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（表）　主要財務データの経年表
区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

資産合計 85,308 86,688 86,147 88,097 88,409
負債合計 4,973 6,226 5,869 7,134 7,128
純資産合計 80,334 80,462 80,278 80,962 81,280
経常費用 6,507 7,014 7,151 7,560 7,918
経常収益 6,670 7,048 7,232 7,841 7,992
当期総損益 180 32 80 357 103
業務活動によるキャッシュ・フロー 1,659 785 324 1,181 768
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 335 395 △ 691 371 △ 1,416
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 68 △ 100 △ 110 △ 109 △ 99
資金期末残高 1,255 2,335 1,857 3,300 2,554
国立大学法人等業務実施コスト 6,299 6,650 6,798 6,484 6,679
（内訳）
業務費用 4,523 4,486 4,714 4,686 5,146
うち損益計算書上の費用 6,934 7,019 7,156 7,566 7,919
うち自己収入 △ 2,410 △ 2,533 △ 2,441 △ 2,880 △ 2,773
損益外減価償却相当額 654 626 606 555 532
損益外減価損失相当額 - - 0 - 0
引当外賞与増加見積額 - - - 8 △ 20
引当外退職給付増加見積額 50 111 132 190 △ 78
機会費用 1,069 1,426 1,343 1,044 1,099
（控除）国庫納付額 - - - - -

（単位：百万円）

 

 

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

 ア．業務損益 

  大学・大学院の業務収益は、１０９百万円となっている。 

  附属学校の業務損益は、△３５百万円となっている。 

  法人共通の業務損益は、発生していない。 

（表）　業務損益の経年表 （単位：百万円）
区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

大学・大学院 - - - - 109
附属学校 - - - - △ 35
法人共通 - - - - -
合計 162 34 80 281 74

 

 

 イ．帰属資産 

  大学・大学院の帰属資産は、６４，０８８百万円となっている。 

  附属学校の帰属資産は、２２，３０４百万円となっている。 

  法人共通の帰属資産は、２，１０６百万円となっている。 

（表）　帰属資産の経年表 （単位：百万円）
区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

大学・大学院 - - - - 64,088
附属学校 - - - - 22,304
法人共通 - - - - 2,106
合計 85,308 86,688 86,147 88,097 88,409

 

従来、単一セグメントであるため、セグメント情報を記載していなかったが、詳細なセグメントに係る財務

情報を開示する目的から当該事業年度より「大学・大学院」・「附属学校」をセグメント区分としてセグメント

情報を記載している。 
 

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

 当期総利益１０３，２５６，０１３円のうち、中期計画の余剰金の使途において定めた教育研究の質の向上

に充てるため、全額を目的積立金として申請している。 
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 平成２０年度において、教育研究環境整備積立金の目的に充てるため、１６５，９９２，０５０円を使用し

た。 

 

（２）施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 
①当事業年度中に完成した主要施設等 
理学部１～３号館・附属小学校・附属高校（耐震・改修 ７４１百万円） 
附属小学校給食施設（改修・新営 １２８百万円） 
お茶大アカデミック・プロダクション研究棟（新営 １１８百万円） 

 ②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 
  大学体育館（耐震・改修 １３９百万円） 
  共通講義棟１号館（耐震・改修 １１７百万円） 
 ③当事業年度において、処分した主要施設等 
  大塚団地土地の売却（取得価格 ２７百万円、売却額 ５１百万円、国立学校財務・経営センター納付金 

２５百万円、売却益 １２百万円） 
  大塚団地土地の交換（交換価格 ２６百万円）



 

（３）予算・決算の状況 

以下の予算・決算は国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示しているものである。 

                                              （単位：百万円） 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 6,883 7,467 7,581 8,042 7,484 7,811 8,287 9,365 8,584 9,770

運営費交付金収入 4,665 4,665 4,518 4,605 4,518 4,706 4,754 4,986 4,878 5,292

施設費等収入 26 28 743 819 438 438 1,041 1,038 808 817

補助金等収入 0 0 0 64 78 129 96 302 259 287

学生納付金収入 1,926 1,817 2,035 1,940 1,915 1,894 1,650 1,876 1,532 1,864

産学連携等研究収入及
び寄付金収入等 209 885 238 551 410 576 521 930 862 1,130

その他収入 57 72 47 60 125 68 225 229 245 376

支出 6,883 6,751 7,581 7,782 7,484 7,498 8,287 8,540 8,584 9,282

教育研究経費 5,547 5,332 5,528 5,494 5,580 5,554 5,148 5,150 5,375 5,784

一般管理費 1,101 982 1,072 873 976 724 1,479 1,204 1,278 1,283

施設費等支出 26 28 709 718 438 438 1,041 1,038 808 817

補助金等 0 0 0 64 78 129 96 302 259 286

産学連携等研究収入及
び寄付金事業費等 209 409 238 531 410 652 521 844 862 1,084

その他支出 0 0 34 101 2 1 2 0 2 25

収入－支出 0 716 0 260 0 313 0 824 0 488

19年度 20年度
区分

16年度 17年度 18年度

 

 

（注）差額理由については、平成２０年度決算報告書参照。 

http://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/index.html
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「Ⅳ 事業の実施状況」 

（1）財源構造の概略等 

 当法人の経常収益は 7,992,717,467 円で、その内訳は、運営費交付金収益 4,732,182,023 円（59％（対

経常収益比、以下同じ。））、学生納付金収益 1,632,558,967 円（21％）、受託研究等収益 733,898,193

円（9％）、その他収益 894,078,284 円(11％)となっている。 

 

（2）財務データ等と関連付けられた事業説明 

 ア．大学・大学院セグメント 

  大学・大学院セグメントは、文教育学部、理学部、生活科学部、人間文化創生科学研究科により構成

されており、『21 世紀型お茶の水女子大学モデルの構築』を目指している。平成 20年度については、「文

理融合 21世紀型リベラルアーツ」教育の開始、「複数プログラム選択履修制度」の導入、他大学との連

携による学際生命科学「東京コンソーシアム」の設立等の事業を行った。 

  このうち「文理融合 21 世紀型リベラルアーツ」は科目群を全学的な体制で導入し、入念なガイダン

スや測定を行うことで、開始年度として十分な成果をあげている。学外からも注目され、大学教育学会

で報告を行うとともに、他大学の訪問調査をうけ、モデル発信としての役割をはたしている。 

  大学・大学院セグメントにおける。事業の実施財源は、運営費交付金収益 3,750,536,870 円（55％（当

該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益 1,556,316,909 円（20％）、受託研究

等収益 731,099,124 円（11％）、その他収益 778,993,452 円（11％）となっている。また、事業に要し

た経費は、教育経費 1,026,063,013 円、研究経費 509,105,894 円、教育支援経費 164,202,642 円、受託

研究費等 725,511,153 円、人件費 4,009,947,571 円、一般管理費 271,314,294 円、その他 1,240,920 円

となっている。 

 イ．附属学校セグメント 

   附属学校セグメントは、保育所、幼稚園、小学校、中学校及び高等学校により構成されており、大

学の教育研究のための実験機関としての性格を明確化し、公教育の実施困難な教育課題に関して常に先

導的な実践教育を遂行し、その成果を公教育等に還元して、教育の本質とその実践形態に関する問題提

起と解決方法を示すことを目的としている。 

  平成 20 年度においては、「保育所・幼稚園・小学校・中学校・高等学校の５附属が同一キャンパスに

ある特徴を生かし、人間発達教育研究センターや大学教員との共同研究の体制を作り、学校間移行接続

あるいは教育課程や教育実践に関する課題を設定し、研究を進める」を年度計画実現のため、主に、前

年度までの開発研究の成果を踏まえ、保・幼・小・中・高の連携研究の課題を４件（「環境」、「食育」、「論理

的思考力の育成」、「中高社会科における接続期の研究」）設定し、各研究グループが附属学校園間あるいは大

学との間で連携することで、附属学校園全体として中期目標の実現のさらなる展開を図った。 

附属学校セグメントにおける。事業の実施財源は、運営費交付金収益 851,613,804 円（82％（当該セ

グメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益 75,123,700 円（7％）、寄附金収益 66,737,952

円（6％）、その他収益 51,145,949 円（5％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費

166,785,712 円、研究経費 605,260 円、受託研究費等 2,799,069 円、人件費 908,547,449 円、一般管理

費 1,248,773 円となっている。 

 

 

（3）課題と対処方針等 

 当法人は、運営費交付金の削減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、受託研究等の外部資

金の獲得に努めている。ただし、教育研究経費は維持する予算方針を定め、特別教育研究経費を獲得（8

件、572,042 千円、60,896 千円増）することで、より効果的な予算配分を行っている。一般管理費につ

いては、予算編成段階で前年比１％以上の削減をした配分を行っている。加えて、複写機の賃貸借契約

を一般競争入札に改め、更なる管理費抑制に努力している。 

なお、今後に予想される、財務状況の変化に対応すべく、次期中期目標・中期計画に向けて、予算配

分方針を再検討する必要がある。 

外部資金の獲得については、昨年度に引き続き、グローバルＣＯＥ、科学技術振興調整費で昨年度を

上回る額を確保した。 

・主な外部資金の獲得状況 

①グローバルＣＯＥ 

平成 20 年度   1 件  198,770 千円  （前年度比  2,730 千円増） 
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②科学研究費補助金 

平成 20 年度  113 件  279,434 千円  (  〃     47,946 千円減） 

③科学技術振興調整費 

平成 20 年度   4 件  446,725 千円  （  〃     12,424 千円増） 

④受託研究・寄附金 

平成 20 年度  117 件  424,918 千円  （  〃     95,977 千円増） 

今後も全学を挙げて外部資金等の獲得のために努力していくこととなる。 

 

また、施設については、施設費補助金による、理学部１、２及び３号館、附属高等学校、附属小学校

の耐震工事（741,305 千円）を実施した。主に目的積立金を財源とした、教育研究環境整備プロジェク

トにより、学生食堂の改修（75,375 千円）、ユビキタス実験住宅の建設（43,083 千円）、若手研究者支

援のための研究棟の建設（118,793 千円）を行った。加えて平成 20 年度年度途中で法令順守に対応す

るため、学内予算の補正を行い、附属小学校の給食施設備改修（128,587 千円）、動物実験施設改修

（75,048 千円）を行った。 

平成 20 年度においては、現在の財務状況を踏まえ、補正予算により設備等の拡充は行えたが、中長

期的に自己財源での、恒常的な施設投資への予算配分が行えるように、努力する必要がある。 

 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

１．予算、収支計画及び資金計画 

（１）．予算 

決算報告書参照 

http://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/index.html 

（２）．収支計画 

  年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

http://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/index.html 

（３）資金計画 

  年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

  http://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/index.html 

 

２．短期借入れの概要 

  該当なし 

 

 

 
 



運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本
剰余金

小計

平成１７年度 4 - - - - - 4
平成１８年度 1 - - - - - 1
平成１９年度 408 - 344 54 - 398 9
平成２０年度 - 4,878 4,387 130 - 4,518 359

合計 414 4,878 4,732 185 - 4,917 375

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細
(１)運営費交付金債務の増減額の明細

（単位：百万円）

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額
期末残高
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①平成１７年度交付分
（単位：百万円）

金額 内訳

運営費交付金収益 -

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

運営費交付金収益 -

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

運営費交付金収益 -

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

合計 -

②平成１８年度交付分

金額 内訳

運営費交付金収益 -

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

運営費交付金収益 -

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

運営費交付金収益 -

資産見返運営費交付金 -

資本剰余金 -

計 -

合計 -

該当なし費用進行基準による振替額

国立大学法人会計基準
第７７第３項による振替額

該当なし

該当なし

該当なし期間進行基準による振替額

費用進行基準による振替額

期間進行基準による振替額

区分

該当なし

該当なし-

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

該当なし

業務達成基準による振替額

該当なし

区分

-

業務達成基準による振替額

国立大学法人会計基準
第７７第３項による振替額
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③平成19年度交付分

金額 内訳

運営費交付金収益 64
①業務達成基準を採用した事業等：
教育改革、研究推進、連携融合事業、再チャレンジ支援経費
（就学機会）

資産見返運営費交付金 54

②ア）損益計算書上に計上した費用の額：64
　（教育改革49：、研究推進：6、連携融合事業：6、再チャレンジ
支援経費（就学機会）：1）
　イ）固定資産の取得額：54（工具器具備品47、図書7）

資本剰余金 - ③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 119

　研究推進、連携融合事業については、十分な成果をあげたこ
とから執行額を収益化。教育改革については、一部については
国庫納付予定。それ以外のものについては、十分な成果をあげ
たことから執行額を収益化。
　再チャレンジ経費については、予定した就学免除者数に満た
なかったため、当該未達分を除いた額を翌事業年度以降使用
予定。

運営費交付金収益 -
資産見返運営費交付金 -
資本剰余金 -
計 -

運営費交付金収益 279
①費用進行基準を採用した事業等：
退職手当、土地借料、再チャレンジ経費（教育）

資産見返運営費交付金 - ②損益計算書上に計上した費用の額：279（人件費：279）
資本剰余金 - ③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 279
業務進行に伴い支出した運営費交付金債務279百万円を収益
化。

合計 398

④平成20年度交付分

金額 内訳

運営費交付金収益 414
①業務達成基準を採用した事業等：
教育改革、研究推進、連携融合事業、国費留学生経費、再チャ
レンジ支援経費（就学機会）

資産見返運営費交付金 129

②ア）損益計算書上に計上した費用の額：414
　（教育改革220：、研究推進：70、連携融合事業：5、国費留学
生経費：4、再チャレンジ支援経費（就学機会）：0、政策課題対
応経費：113）
　イ）固定資産の取得額：129（建物7、建物附属設備11、工具器
具備品93、図書11、ソフトウェア4）

資本剰余金 - ③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 544

　教育改革、研究推進、連携融合事業については、十分な成果
をあげたことから執行額を収益化。執行算については翌事業年
度以降に使用予定。
　再チャレンジ経費については、予定した就学免除者数に満た
なかったため、当該未達分を除いた額を翌事業年度以降使用
予定。

運営費交付金収益 3,875
①期間進行基準を採用した事業等：
業務達成基準及び費用進行基準を採用した業務以外のすべて
の業務

資産見返運営費交付金 1
②ア）損益計算書上に計上した費用の額：3,875
（人件費：3,867、その他の経費8）

イ）固定資産の取得額：1（工具器具備品1）
資本剰余金 - ③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 3877
学生収容定員が一定数（85％）を満たしていたため、期間進行
業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。

運営費交付金収益 97
①費用進行基準を採用した事業等：
退職手当、土地借料、再チャレンジ経費（教育）、ＰＣＢ廃棄物
処理費

資産見返運営費交付金 -
②損益計算書上に計上した費用の額：97

（人件費：90、その他の経費7）
資本剰余金 - ③運営費交付金の振替額の積算根拠

計 97
業務進行に伴い支出した運営費交付金債務97百万円を収益
化。

合計 4,518

区分

国立大学法人会計基準
第７７第３項による振替額

- 該当なし

該当なし

費用進行基準による振替額

国立大学法人会計基準
第７７第３項による振替額

該当なし

業務達成基準による振替額

期間進行基準による振替額

区分

費用進行基準による振替額

-

期間進行基準による振替額

業務達成基準による振替額
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（単位：百万円）

交付年度 残高の発生理由及び収益化等の計画

業務達成基準を採用した業務に係る分 0
国費留学生経費
・執行残は全額国庫納付予定。

期間進行基準を採用した業務に係る分 - 該当なし

費用進行基準を採用した業務に係る分 3

休職者給与
・執行残は全額国庫納付予定。
土地借料
・執行残は全額国庫納付予定。

計 4

業務達成基準を採用した業務に係る分 1
国費留学生経費
・執行残は全額国庫納付予定。

期間進行基準を採用した業務に係る分 - 該当なし

費用進行基準を採用した業務に係る分 0

土地借料
・執行残は全額国庫納付予定。
認証評価経費
・執行残は翌事業年以降に使用予定。

計 1

業務達成基準を採用した業務に係る分 7

教育改革
・執行残は全額国庫納付予定。
再チャレンジ（就学機会）
・執行残は翌事業年度以降に使用予定。

期間進行基準を採用した業務に係る分 - 該当なし

費用進行基準を採用した業務に係る分 2
土地借料、再チャレンジ（教育）についての執行残は全額国
庫納付予定。

計 9

業務達成基準を採用した業務に係る分 84
教育改革、研究推進、連携融合事業、再チャレンジ（就学機
会）の執行残については翌事業年度以降に使用予定。

期間進行基準を採用した業務に係る分 - 該当なし

費用進行基準を採用した業務に係る分 274

退職手当
・執行残は翌事業年度以降に使用予定。
土地借料、再チャレンジ（教育）、ＰＣＢ廃棄物処理費の執行
残については全額国庫納付予定。

計 359

（３）運営費交付金債務残高の明細

２０年度

運営費交付金債務残高の明細

１７年度

１８年度

１９年度
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